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審議会における委員意見及び本市の考え方について

＜大阪市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会介護保険部会（H29.9.26）＞

NO 委員名 ご意見・ご質問等 大阪市の考え方・計画素案への反映

1 光山委員

　地域共生型サービスの方向性は決まっているのか。 地域共生型サービスについては、今回の制度改正により、共生型サ－ビス
事業所が位置付けられており、介護保険事業所については、障がい福祉サー
ビス事業所の指定が簡単に受けられるようにする特例を設けるという規定が
定められています。現在、国の動きを見ながら来年度の実施に向けて検討し
ており、第８章の具体的施策に掲載する方向で考えています。

2 山川委員

日常生活圏域の設定については、地域包括支援センターの担当する圏域と
することに異論はないが、現時点で地域包括支援センターが様々な役割を
持っている中で、圏域を変更することによって地域包括支援センターの運営
をが今後どのように進めていこうとしているのか、お聞かせ願いたい。

地域包括支援センターについては、包括的支援事業の連携や認知症強化型
地域包括支援センターの設置など、様々なかたちで地域包括支援センター自
体を強化していこうと考えています。また、それには人材の確保やスキル
アップが必要であり、地域包括支援センターの強化と併せて様々な施策、
サービスと連携して地域包括ケアシステムの構築や深化・推進を図っていき
たいと考えています。

3 山川委員

地域包括支援センターそのものに対しての認知度はまだまだ低いように思
うので、認知度向上の取組みについても計画に記載していただきたい。

地域包括支援センターの認知度が低いということで、地域への周知・広報
や事業内容等の情報公表など、認知度を上げるような取組みについて、各論
のＰ12「第７章－１（２）地域包括支援センターの運営の充実」の「今後の
取組み」に記載しています。

4 家田委員

地域共生社会をめざすということだが、高齢者だけではなく、障がい者や
子どもにも対応するとなると、今の地域包括支援センターの体制のままで対
応できるのか。

例えば、高齢者だけでなく障がい者や子どもなど、地域包括支援センター
だけでは対応が困難な複合的な課題を抱えた方や世帯に対しては、各相談支
援機関が連携し支援することが極めて重要となります。
そのため、平成29年度からモデル３区において、区保健福祉センターが中

心となり、様々な相談支援機関や地域の関係者等が分野横断的に連携するし
くみづくりに取り組んでいるところであり、今後、モデル事業の実績を十分
検証したうえで、取組みを進めていきたいと考えています。

5 木下委員

総論のＰ72にある多様な担い手の育成・参画について、高齢者の社会参加
などを進め、地域住民が共に支え合う地域づくりを進めていく必要があるの
は理解できるが、担い手不足で地域が疲弊している現状で、担い手を増やす
手段が盛り込まれていない。

サービスを受ける側だった高齢者の方でも、元気な高齢者の方は社会参加
することで介護予防にもつながることから支える側に回っていただき、支援
の必要な方に対してはより充実したサービスを提供するといった考え方で共
に支え合う地域づくりを進めていきたいと考えています。
なお、ご意見については、各論Ｐ42「第７章－３（３）高齢者の社会参加

と生きがいづくり」や、Ｐ47「第７章－３（４）ボランティア・ＮＰＯ等の
市民活動支援」、Ｐ53「第７章－４（２）生活支援体制の基盤整備の推進」
に担い手の発掘や養成等について記載していますので、記載内容に基づき取
組みを進めてまいります。
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NO 委員名 ご意見・ご質問等 大阪市の考え方・計画素案への反映

6 芥川委員

各論のＰ40「第７章－３（２）健康づくりの推進」にある健康づくりの推
進に関する今後の取組みについて、「生活習慣病の予防に向けた取組みを進
めていきます」という記載があるが、実際にどのように取り組むのかという
具体性が見えない。
また、生活習慣病の予防に関しては、大阪市独自の取組みというよりも、

地区の医師会、大阪府医師会との連携が重要であり、この記載だと大阪市だ
けが取り組んでいるようで、地区の医師会との連携が見えない。

具体的な取組みについては、今後、健康増進計画を検討する中で具体化し
ていく予定です。その取組みについては、各論のＰ39にあります、地域に出
向いて啓発を行ったり、がん検診、各種健診の受診勧奨といったことを効率
的に行うことができるよう考えていきます。
医師会をはじめ、各種団体との協力という点については、事業すべてにお

いて協力を前提としていますので、その前提の下に記載しています。
なお、Ｐ40の「今後の取組み」に「関係機関と連携しながら」を追記しま

した。

7 芥川委員

メンタルサポートの取組みについての記載がないと思うが、高齢者のうつ
が自殺につながると言われており、発生状況や全国、大阪府内での比較はし
ているか。健康づくりの推進の中では一つのテーマではないかと思う。

メンタルサポートに関しては、芥川委員ご指摘のとおり、健康づくりの推
進として整理・記載すべき内容ですので、各論のＰ38～41「第７章－３
（２）健康づくりの推進」に「こころの健康」の項目を追記しました。
また、高齢者の閉じこもりはうつの発症リスクを上昇させる危険因子の一

つと言われていることから、各論のＰ35「第７章－３（１）一般介護予防事
業の推進」の「現状と課題」にも、うつに関連する記載を追記しました。

＜大阪市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会保健福祉部会（H29.9.28）＞

NO 委員名 意見内容 対応

1 早瀬部会長

各論のＰ48「第７章－３（４）ボランティア・ＮＰＯ等の市民活動支援」
の「今後の取組み」において、「公と民による共有価値の創造（ＣＳＶ）」
という表現があるが、「公と民による・・・」という表現はあまり聞いたこ
とが、大阪市独自の表現なのか。

大阪府公民戦略連携デスクのパンフレットにおいて、ＣＳＶを「公と民に
よる共有価値の創造」と表現しています。これに倣い、大阪市でも「市政改
革プラン2.0（区政編）」をはじめ、地域福祉基本計画等において、同様の
表現をしています。

2 早瀬部会長

認知症カフェについて記載がないが、大阪市は実施しているので記載した
方が良いのではないか。

各論のＰ27「第７章－２（１）認知症の方への支援」の「今後の取組み」
の「エ 認知症の人の介護者への支援」において、認知症カフェの設置・運
営の支援を進めていくことを記載しています。

3 早瀬部会長

総論のＰ51の図の４－１－15では「ボランティア団体」のところが微増し
ているが、各論のP47「第７章－３（４）ボランティア・ＮＰＯ等の市民活
動支援」の「現状と課題」では「ボランティア団体」「ＮＰＯ」への参加が
減少していると記載があるので、記載を整理した方が良いのではないか。

大阪市高齢者実態調査結果との整合性を図るため、内閣府調査結果を用い
ず、大阪市高齢者実態調査結果を活用した記載に修正しました。それに伴
い、総論の内閣府調査結果のグラフは削除しました。

4 中尾部会長代理

総論の「第２章 第６期計画の進捗の評価・課題」について、実施してき
た内容のみが記載されており、評価が出来ているのか、課題について取り組
んでいこうとしているのかが、記載されていない。認知症にしろ在宅医療・
介護連携など専門職が本当に確保出来ているのかなど、気になることはあ
る。今の記載であると、何の問題もなく実施できているように見えてしまう
ので、課題など記載すべきところは記載していただきたい。

　第２章に課題等についても追記しました。

5 中尾部会長代理

各論のＰ69「第７章－５（３）施設・居住系サービスの推進」の「今後の
取組み」の「○介護療養型医療施設及び介護医療院」における記載につい
て、「すべて転換することを基本とします。」という方針で進めていくの
か。

６年間の経過措置期間の間に、施設の意向を踏まえながら、何らかの施設
に転換をしていくこととなっていますが、記載内容が不十分であったため、
「各施設の意向に沿って転換を進めていきます」に記載を修正しました。
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NO 委員名 ご意見・ご質問等 大阪市の考え方・計画素案への反映

6 中尾部会長代理

日常生活圏域を行政区から地域包括支援センターの圏域に変更するという
ことだが、それによってどういう課題があると考えているのか。

区単位で動いているサービスと、地域包括支援センター単位で動いている
サービスとの連携が今後課題となってくると考えています。また、サービス
についても区ごとのサービスについては把握していますが、包括単位ごとで
把握は出来ていないことから、今後は地域包括支援センターの担当圏域にお
いて円滑に進むように取り組んでいく必要があると考えています。

7 中尾部会長代理

各論のＰ51～52「第７章－４（１）介護予防・生活支援サービス事業の充
実」というところで、「現状と課題」のところでは新総合事業が書かれてい
るが、「今後の取組み」について新総合事業の記載がないが、今後どうして
いくのか記載した方が良いのではないか。

Ｐ52「今後の取組み」に「引き続き専門的なサービスが必要な方に対して
は専門的なサービスを提供するとともに、介護の担い手のすそ野を拡げる取
組みを推進し、高齢者の個々の状態やニーズに応じて必要な介護予防・生活
支援サービスが提供できるよう、サービス提供体制の確保に努めます。」を
追記しました。

8 野口委員

大阪市は高齢者にとって非常に住みやすいところだと思っており、それは
大阪市がしっかり取組みをしてくれているから。ただ、ひとり暮らしの高齢
者が多いという課題もある。結果論で認知症に対して施策を行うのもよい
が、目標として未来のある、高齢者が病気になる前の健康づくりに力を入れ
ていただきたい。

ご意見については、各論のＰ40「第７章－３（２）健康づくりの推進」の
「今後の取組み」に記載しており、記載内容に基づき、健康寿命に影響を与
える循環器疾患やがん、また骨粗しょう症などの生活習慣病の予防に向けた
取組みを関係機関と連携しながら進めてまいります。

9 高橋委員

中尾部会長代理のおっしゃったように実際にやってきたことから、第７期
の取組みにどうつながっていくのかといったことが総論のところで見えれば
良かったのではないか。第７章にはそういった記載がされているので、言葉
が少し足りなかったのではないかと思う。

　第２章に課題等についても追記しました。

10高橋委員

各論のＰ61「第７章－４（６）介護人材の確保及び資質の向上」のところ
で、研修等も大事で進めていく必要があるが、働く側の環境について、訪問
看護において利用者やその家族から暴力を受けるということが頻繁に行われ
ているので、働く側の暴力被害を防いでいかなければ離職につながってい
く。サービスを受ける側と提供する側、双方が尊厳をもって尊重して実施さ
れていくようなことがまず述べられていなければ、離職につながっていくの
ではないかと考える。人材育成と、育てた人材が働き続けられるような環境
という記載になれば良いと考える。

職場環境の改善というところについては、アンケート等を行って取組みを
進めていますが、働く側に対する暴力についてはデータ等が無かったため、
今後はそういう視点も持って考えていきます。

11高橋委員

　災害のときのひとり暮らしの高齢者への対応などは記載しないのか。 各論のＰ14「第７章－１（３）地域における見守り施策の推進」にて記載
している見守りネットワーク強化事業は、ひとり暮らしの高齢者を含め、自
ら助けを求めることができず、地域社会から孤立しがちな人を支える仕組み
づくりとして実施しており、地域での見守りネットワークの強化を図るとと
もに災害時の避難支援につながる取組みの一つとして記載させていただいて
おります。

12高橋委員

高齢者の虐待について、防止だけではなく起こった際の事務の流れやどこ
に相談したら良いかなどの記載や関係者への周知等について記載が出来れば
良いのではないか。

相談窓口については、Ｐ30「第７章－２（２）権利擁護施策の推進」の
「現状と課題」３行目に記載しています。また、関係者への周知等について
は、Ｐ32「今後の取組み」の「ア 高齢者虐待防止への取組みの充実」にお
きまして、知識・理解の普及、啓発や通報窓口の周知等に努め、とりわけ、
課題である認知症、被虐待者の特徴に対する連携強化、養護者支援につきま
して記載しているところです。
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NO 委員名 ご意見・ご質問等 大阪市の考え方・計画素案への反映

13森委員

よく練られた計画案となっている。大阪市は在宅が多いということだが、
個人的には自宅ですみ続けたいという方が希望に沿った形になっているとい
うことで良いことだと考えている。

高齢者が住み慣れた地域で、安心して在宅生活を継続できるよう、地域包
括ケアシステムの構築を進めてまいります。

14森委員

総論のＰ70～71に「地域マネジメント」という記載があり、これは重要な
概念であるが、どこまで地域マネジメントといっているのかを整理する必要
がある。

地域マネジメントについては、現在、国の指針では具体的な評価指標等が
示されていないため、今後国から詳細な内容が示されましたら、本市の課題
をどのように計画に反映し評価していくのかを整理してまいります。
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